
ミニストップ株式会社 
システム本部　
システム部　部長

地挽 孝幸 氏

社 名
所 在 地
設 　 立
資 本 金
従業員数
事業概要

U R L

ミニストップ株式会社
千葉県千葉市美浜区中瀬1-5-1
1980年5月
74億9,153万3,000円
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●コンビニエンスストア『ミニストップ』を
展開。ミニストップ店経営希望者とフラン
チャイズ契約を締結し、商品情報や経営
ノウハウを提供。
https://www.ministop.co.jp/
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コンビニ本部の「会計センター」を統合するプロジェクトが始動。事務処理対象の店舗数が増加したことで、スタッフに
過大な負荷がかかっていた。この課題に対処するために、「NEC Software Robot Solution」によって定型業務を自動
化し、効率化を推進。統合プロジェクトを計画通りに完了させることができた。

定常作業が月間2,200時間から60時間へ
RPA化で拠点統合による業務パンクの“危機”脱出

ミニストップ株式会社 様
RPA 導入事例

• 約30人のスタッフが担ってきた売上データ登録業務の量が、拠点統合を機に1.8倍に増加。
人員を増やせない中、業務負荷を軽減するための有効策を模索していた
• RPA＊の内製化にあたっては、ロボット作成のノウハウの獲得が必要であった

課題背景

• 定型業務にかかっていた時間を97%削減
　「NEC Software Robot Solution」の導入によって、1カ月あたり2,200時間をかけていた
定型業務が、わずか60時間に減少
• NECの開発支援サービスを利用し、内製化を加速
　NECの「開発支援サービス」を利用し、条件の分岐や繰り返し処理など、プログラムの
領域を中心にRPA構築のサポートが得られた。ロボット作成のコツを取得し、内製化が
一気に進む

成　　果

事例のポイント

導入ソリューション（NEC Software Robot Solution）
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小川 泰一郎 氏

＊ RPA［Robotic Process Automation］・・・PC操作などで行っている定型的な業務をソフトウェアロボットに代行させ、データ入力や集計を自動化
　することにより、生産性を高めるツール。 
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RPA 導入事例
ミニストップ株式会社 様

ミニストップ様は、イオングループの小型店事業
である「ミニストップ」を、国内外で展開している
フランチャイザーです。コンビニエンスストアと
店内加工ファストフードを融合させた「コンボ
ストア」という独自のスタイルが、多くのお客様
から支持されています。
コンビニ業界は現在、人手不足の深刻化や同業・
異業態間の競争激化、人件費の高騰などを背景
に厳しい経営環境が続いています。「本部も加盟
店様も、共に業務効率を上げ、生産性を高めて
いくことが求められています」と、システム本部
システム部 部長の地挽 孝幸氏は語ります。

同社は、全国の店舗から送られてくる売上データ
などのシステムへの登録、および伝票処理などを
担う「会計センター」を、全国に5カ所設けて
いました。2017年12月、業務効率の向上とコスト
削減を目的に、会計センターを2カ所に統合
するプロジェクトが始まりました。
「全店舗のうち、およそ1,200店舗分の事務
処理を会計センターが担当していたのですが、
プロジェクトが完了する2018年4月には、担当
店舗を約1,800店に増やすことが決まっていま
した。一方、コスト面の制約などがあり、人員は
増やせません。そこで、業務のプロセスを大幅に
見直したのですが、変更できないプロセスが
かなりあり、現状の人員では統合後のセンター
運営は困難という結論に達したのです」。当時、

システム本部 システム部 会計チームのマネー
ジャーを務めていた管理本部 経理部部長 染谷 
充氏はプロジェクトの状況をこのように振り
返ります。
システム本部 システム部 会計チーム 風見 紫織氏
は、「会計システムの改修によって、業務の増大に
対応しようという策を、社内で検討していました。
しかし、統合スケジュールがタイトなため十分な
改修期間が確保できず、まとまったコストもかかる
ことから断念したのです」と話します。「もはや、
切羽詰まった状況でした。そんな折、当社の取引先
企業がRPAを導入して効果を上げたことを知り
ました。RPAを用いて定型業務を自動化し、この
統合プロジェクトを計画通りに完了させようと
考えたのです」と、地挽氏は述べます。

複数のRPA製品を比較検討した結果、ミニストップ様
は「NEC Software Robot Solution」を選定
しました。「他社のRPA製品は複雑で、画面や
マニュアルが日本語化されていないものも見受け

られました。一方、NEC Sof tware Robot 
Solutionは画面構造がシンプルで、わかりやすい
という印象を持ちました。また、当社はロボット
構築の内製化を目論んでいましたが、導入当初は
戸惑う局面もあると予想していました。そこで、
NECは技術的なサポート体制が充実している
点も評価しました」と地挽氏は話します。

会計センターの業務において最も時間を要して
いたのは、全国約1,800店からの営業日報に
記載された日々の売上データなどを承認し、
本部の会計システムに入力していく「営業日報
承認」と呼ばれる業務です。この業務プロセスを
自動化するソフトウェアロボットの構築を、
NECがサポートしました。

営業日報承認業務の大部分を自動化するロボット
を構築し、2018年4月より本稼働を開始。1カ月
あたり2,200時間をかけて30人で手入力して
いた業務は、わずか60時間に減少しており、
人が関与する作業は修正など例外的な処理のみ
となっています。
この顕著な導入成果を踏まえて、ミニストップ
様はRPAによる自動化の対象を、オフラインでの
伝票計上や棚卸システム登録などの業務にも
広げることにしました。RPAの内製化を念頭に、
同社はプログラミングの知識を要する工程など、
現時点では社内のノウハウが不足している部分を、
NECの「開発支援訪問サービス」によって補って
います。「“正しく構築したつもりなのにうまく

動作しない。どうしてだろう？”と疑問を感じて
いた局面も、NECのサポートで原因がわかり、
ロボットを作成する際のコツがつかめました。
その後、社内で別の業務をRPA化する際にとても
役立っています。また、ロボットを作成するに
あたっては、業務そのものを把握することと、
システム構造を理解することが必要不可欠とな
ります。ロボット化を進めるにあたって、業務の
本質の確認、業務の必要性を検討するよい機会
にもなりました」と、風見氏は強調します。
RPAによってもたらされた効果を、同社の経営陣
も高く評価しており、2018年12月には「RPA
推進チーム」という専門組織を社内に設けて
います。このチームを率いるマネージャーの
迎 眞紀氏は「研修会などの開催によって、RPAを
推進する機運が全社で高まっています。ロボット
構築を担えるメンバーの増員にも注力している

ところです」と話します。なお、2019年度より
同社が取り組む構造改革では、RPA活用による
本部コスト削減などによって生じた投資余力の
一部を、FCオーナー様の経営支援に振り向けて
いく方針を掲げています。
システム部 会計チームのマネージャーを務める
小川 泰一郎氏は、「この1年で定型業務のRPA化
が着実に進んでいると実感します。ただし、
2019年度は事務処理を担当する店舗数が
400店ほど増加します。RPAをより一層活用
しやすくする環境づくりに力を注いでいきます」
と語ります。同社は現在、会計センターの更なる
統合計画とともに、会計センターが培ってきた
RPA活用などのノウハウを他部門にも展開す
ることで、事務処理効率をさらに引き上げる
施策も進めています。

導入前の背景や課題

選択のポイント

導入後の成果

業務量が1.8倍に増加するも、
人員は増やせない…

シンプルで、わかりやすい画面構造、
充実したサポート体制も評価

営業日報承認に要する時間は3％未満に減少。
RPA内製化と、社内各部門での活用を推進
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環境にやさしい植物油インキ
を使用しています。

見やすいユニバーサルデザイン
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＊ 本文中の所属・役職は取材当時のものです

お問い合わせは、下記へ

NEC ファーストコンタクトセンター
ソフトウェアお問い合わせ窓口　TEL： 0120（58）0595
【受付時間】9：00～12：00　13：00～17：00　月曜日～金曜日（祝日・NEC所定の休日を除く） 


